
第７期科学技術・イノベーション基本計画（案）等について

令和８年３月２４日
内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局

資料３



・・・

・・・

・・・

・・・

第７期「科学技術・イノベーション基本計画」（案）のポイント

我が国の課題
・ 研究力の低下

トップレベル論文数指標の国別ランキング下落：
４位(2000年初頭)→ 13位(2021-2023年)

博士号取得者数が横ばい：1.5万人（2022年度、米中の1/5以下）

・ 研究開発投資の伸び悩み
官民研究開発投資額：20.4兆円（2023年、米中の1/4以下）

＜現状認識＞

<第７期基本計画の方針>

＜目指すべき未来社会＞

・・・

・・・

・・・

・・・

現状の課題として、「縦割り」・
「自前主義」・「デジタル転換の遅れ」

「レイヤー構造」・「分野・組織を
超えた連携」・「データ基盤整備」

推進システムの刷新

研究者
組織Ａ 組織Ｂ 組織Ｃ

科学技術・イノベーションを巡る情勢
・ 基礎研究から社会実装までの加速度的短縮と「科学とビジネスの近接化」
・ 破壊的技術を巡る実装競争の激化
・ 科学技術・イノベーション政策の「安全保障化」と戦略技術の囲い込み
・ ＡＩと科学の融合による研究開発パラダイムの転換
・ 国際的な科学技術人材の獲得競争の激化

科学技術を国力の源泉に
イノベーションを生み出すための日本全体の社会システムの

再構築を目指す

専門人材
研究機器・
設備

データ

研究者

専門人材
研究機器・
設備
データ

トップレベル論文数指標

世界第3位へ
官民の研究開発投資の拡充

政府目標：60兆円※
官民目標：180兆円

科学技術・イノベーション政策の転換
・ 科学研究と社会実装の一体的推進
・ 国家安全保障政策との有機的連携の強化

（デュアルユース技術を含む先端技術の開発研究等の推進）
・ 科学技術外交を国家戦略として位置付け

科学技術・イノベーション推進システムの刷新
・ ヒト：世界標準の人材システムの構築

（高度な専門性を持った人材が行き交う環境を整備）
・ カネ：挑戦とイノベーションを支える投資と成果の好循環
・ モノと情報：知と価値を創出する共用基盤の高度化

（モノの「共有」という価値観、開かれた研究・実装インフラの形成）

④ 産学官を結節するイノベーション・エコシステムの高度化
⑤ 戦略的科学技術外交の推進
⑥ 推進体制・ガバナンスの改革

① 知の基盤としての「科学の再興」
② 技術領域の戦略的重点化
③ 科学技術と国家安全保障との有機的連携

第７期基本計画の６つの柱
※従前の考え方に基づく45兆円に、多様な財源や政策ツールを加えた目標。

・ 科学技術・イノベーションの強力な推進により、新たな技術領域における成果創出が進展し、持続的な経済成長が確保され、更なる科学技術・イノベーション
を生み出す好循環を作り出し、様々な社会課題解決への道筋が提示されるとともに、国家安全保障が確保されている「豊かで安全・安心な社会」

・ 誰もが心身ともに「豊かで」「活力があり」「希望にあふれた」人生を送ることができる、一人ひとりの多様なwell-being にチャレンジし、実現できる社会     
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国際ネットワークの構築
• 優れた若手研究者・学生の海外送出しの戦略的な増加

長期海外派遣数：累計３万人（2026～2030年度）
※ 3,623人（2023年度）

• 魅力あるキャリアパスや雇用機会、トップレベルの研究環境の
提示による、優秀な人材の惹きつけ

新たな研究領域の継続的な創造
• 科研費の大幅な拡充等による研究支援、科研費の全面基金化等に

よる研究者の事務負担軽減、研究時間確保
• 創発的研究支援事業、戦略的創造研究推進事業等による支援を強化
• 革新的な新興・融合研究への挑戦促進に向けた研究支援と

新たな評価の導入の後押し
挑戦的研究課題件数：13,000件程度（2030年度）

※ 6,500件程度（2024年度）

「我が国全体の研究活動の行動変革」、「世界をリードする研究大学群の実現に向けた変革」、
「大学・国研等への投資の抜本的拡充（様々な府省庁・民間からの基礎研究への投資の推進）」

第７期基本計画の具体的施策（１）

研究施設・設備、研究資金等の改革
• 研究設備・機器の組織管理への転換、全国の研究者のアクセス確保
• 産学官の協働による先端的な研究設備・機器の整備・共用・高度化の推進
• 学術論文及び根拠データの即時オープンアクセスの推進
• 研究評価の見直し（「国の研究開発評価に関する大綱的指針」の見直し）
• 研究資金制度の継続的改善（競争的研究費の仕組みの検討と展開）

国立研究開発法人の改革
• 重要技術領域に係る研究の先導、国家的課題への対応を中長期目標へ

位置付け
• 研究成果や技術シーズの徹底した社会実装とイノベーション創出
• 研究施設・設備の戦略的な整備・更新等に向けて裁量を持って支出できる

基盤等の仕組みを検討
• 大学や企業と連携し、十分なセキュリティ対策を担保したオフキャンパス機能の

提供、人材育成等の取組を実施

基盤的経費の確保と大学改革の一体的推進等
• ミッションの明確化、機能強化の方向性等の設定、経営戦略の構築、

ガバナンス改革の推進の後押し
• 国際卓越研究大学制度、J-PEAKS等を通じた研究大学群の形成

特定の大学の研究時間：50%（2030年度） ※ 32.2％（2022年度）

• 物価・人件費の上昇等も踏まえた、基盤的経費の着実な確保
（第５期中期目標期間（令和10～15年度）に向けた

国立大学法人運営費交付金の在り方の見直し等）

AI for Scienceによる科学研究の革新
• ＡＩ利活用研究（AI for Science）と

ＡＩ研究（Science for AI）の推進
• ＡＩ駆動型研究を支えるデータの創出・活用基盤の整備

多様な場で活躍する科学技術人材の継続的な輩出
• 研究者の安定的な雇用の確保、URAを始めとした研究開発マネジ

メント人材等の高度専門人材の活躍促進
• 博士人材の育成・確保及び多様な場での活躍促進

博士号取得者数：２万人（2030年度） ※ 15,744人（2024年度）

• 次世代の科学技術人材育成の強化（大学の成長分野への組織再
編や高専新設の促進、理数的素養を身に付ける教育の質的転換等を
通じた「文理分断型の学び」からの脱却、SSHの改革 等）

① 知の基盤としての「科学の再興」
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将来にわたって科学技術力を維持・強化するため、
限られた政策資源を最大限活用する戦略的な支援を実施

第７期基本計画の具体的施策（２）

新興・基盤技術領域
総合的な安全保障などの動向・情勢や日本の科学技術の立ち位置も踏まえつつ、
急速に発展しつつあり、将来の日本の科学技術をけん引するような潜在力を有する
新興技術や基盤技術の領域

国家戦略技術領域
将来の日本の自律性・不可欠性の確保、将来性のある成長産業の創出を進める
ことを目指し、一気通貫支援によって科学と産業を結び付け、関連する人的・物的
資源を国内に確保していくことを目指すべき技術領域

② 技術領域の戦略的重点化 ③ 科学技術と国家安全保障との有機的連携
産学官が連携して、デュアルユース技術の研究開発及び社会実装を実施
（安全保障分野におけるエコシステムの構築）

国家安全保障に資する研究開発の推進
• 産学官が連携して、デュアルユース技術の研究開発を推進、

人材育成の実施
• 大学や国研等における新たな研究拠点形成や基礎研究支援の強化

などの施策の検討
• 安全保障分野における一気通貫支援等を通じたエコシステムの構築
• CSTIと関係機関（内閣官房国家安全保障局、外務省、防衛省等）

との連携強化

経済安全保障の観点を重視した技術力の強化
• 経済安全保障上の重要技術領域を策定し、戦略的に技術を保護・育成
• 「重要技術戦略研究所（仮称）」の運用開始
• 総合的な経済安全保障シンクタンク機能の構築
• K Program の後継プログラムの在り方の検討
• 「経済安全保障トランスフォーメーション（ES-X）」の推進

研究セキュリティの強化等
• 手順書に基づいたリスクマネジメントの取組の推進
• 研究セキュリティ及び研究インテグリティ確保についての理解の増進
• 大学等におけるサイバーセキュリティ対策への支援

⑫ ＡＩ・先端ロボット
⑬ 量子
⑭ 半導体・通信
⑮ バイオ・ヘルスケア
⑯ フュージョンエネルギー
⑰ 宇宙

① 造船
② 航空
③ デジタル・サイバーセキュリティ
④ 農業・林業・水産（フードテックを含む。）
⑤ 資源・エネルギー安全保障・GX
⑥ 防災・国土強靱化
⑦ 先端医療
⑧ 製造・マテリアル（重要鉱物・部素材）
⑨ モビリティ・輸送・港湾ロジスティクス（物流）
⑩ 海洋
⑪ 防衛産業

新興・基盤技術領域

国家戦略技術領域 関係省庁と連携した
一気通貫支援の実施

・ 人材育成の強化
・ 研究開発投資のインセンティブ
・ 重点化（研究開発税制の拡充等）
・ 大学等の研究拠点との連携強化
・ スタートアップ等支援、
・ オープン・アンド・クローズ戦略
・ 策定支援
・ 国際連携の強化 等
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各府省庁の予算措置等の
重点的な資源配分

（NEDO、JST、AMED等）
・ SIP
・ ムーンショット型研究開発制度
・ K Program
・ CREST等
・ フロンティア育成・懸賞金事業 等



⑤ 戦略的科学技術外交の推進④ イノベーション・エコシステムの高度化 ⑥ 推進体制・ガバナンスの改革
Science for Diplomacy、Diplomacy for 
Science 双方の視点から、科学技術外交を
戦略的かつ機動的に実施

研究開発成果の徹底した社会実装に向けて、大学や
国研等において得られた新たな「知」からの産業創出や、
地域社会・地球規模の課題解決を後押し

科学技術・イノベーション推進システムを刷新
するため、関連組織におけるガバナンス改革を
実施

第７期基本計画の具体的施策（３）

産学連携の推進・世界で競い成長する
大学の実現
• 各研究大学における、世界トップレベルの研究拠点

や、産学官共創拠点等の形成を進め、大学の
研究力と経営力の強化を促進

• 民間の研究開発投資を促進

スタートアップ・エコシステムの形成
• ディープテック・スタートアップに対する研究開発から

社会実装までの一気通貫支援
• 地域経済活性化とグローバル化を両立する

スタートアップ・エコシステム拠点の形成
• グローバル・スタートアップ・キャンパス構想の推進

地域イノベーションの推進
• 地域の産業や資源の特色を生かし、大学、国研等の

持つ技術等を取り入れた産業的優位性を獲得する
取組、地域の社会課題解決につながる取組の推進

知財・標準化戦略の推進
• 研究開発と知財戦略・標準化戦略の一体的

取組・支援

科学技術を通じたイノベーション創出と
国際連携強化、国際協力の推進
• 重要技術領域において、同盟国・同志国

との協働の強化・深化による、研究開発段階
から実証・社会実装段階までの国際連携の
推進

• グローバル・サウス諸国が抱える社会課題
解決に向けた、ODAや科学技術協力等を
通じた持続可能な発展の支援

国際的なルール形成への主体的な参画
• 重要技術領域における国際的なガバナンス・

ルール形成の主導、科学的知見に基づく
国際ガバナンス構築の実現

国際頭脳循環の推進
• 多様性ある国際研究環境の整備等を

通じた、開かれた科学技術コミュニティの形成

技術の保護と国際連携
• 研究セキュリティの強化を通じた、国際共同

研究の信頼性向上、産学官連携の中での
リスクマネジメントの推進

官民の研究開発投資の確保等
• 政府研究開発投資額：60兆円※

   官民合わせた研究開発投資額：180兆円

基盤的経費の確保と研究大学に
おけるマネジメント改革
• 大学のミッションの明確化、個性を生かした

改革を進め、多様な大学群の形成を促進
• 日本の研究力強化と地方のアクセス確保

の両立に向け、高等教育機関の機能分化
と規模の適正化を推進

• 基礎研究の充実等を行うため、国立大学
法人運営費交付金の大幅な拡充と
在り方の見直し

CSTIの司令塔機能の強化
• 重要技術領域の特定、調査分析機能、

企画立案機能の強化
• CSTI議員以外の関係大臣の参画機会の

確保
• 関係府省、研究機関との連携強化
• CSTIと在外公館や関連機関との連携強化

による情報収集・分析能力の向上 5

※従前の考え方に基づく45兆円に、多様な財源や政策ツールを加えた目標。



（１）優れた研究者の育成・確保・活躍促進
• 多様な競争的研究費制度の推進等の取組を通じて、研究者に対する研究

支援の充実・確保に取り組む
• 研究者の安定的な雇用・ポストの確保や、処遇・待遇の充実、活躍機会の拡

大等を進める

• 先端技術分野において、大学と産業界が連携し、研究開発と人材育成を一
体的に推進する

• 女性研究者や海外からの優秀な研究者等が活躍しやすいような研究支援体
制・環境整備等を支援する

• 直接経費からの人件費支出のＰＩや主たる共同研究者（Co-PI）等への
適用拡大等を通じて、人件費に対する支出を拡大させる

（２）高度専門人材の育成・確保・活躍促進
• 研究開発マネジメント人材及び技術職員に求められる業務や処遇・待遇の在

り方を整理し、高度専門人材としての人事制度や、研究者や事務職員等と
一体となって組織を動かす仕組みの構築等を推進する

• 取組事例を盛り込んだガイドラインを展開・周知するほか、研究開発マネジメン
ト人材及び技術職員の確保・育成・活躍促進等の取組を促進・支援する

多様な場で活躍する科学技術人材の継続的な輩出（抜粋）

（３）産学で活躍する技術者の育成・確保
• 産業・研究基盤を支える技術者の戦略的な育成・確保や、認定プログラムの

活用を含めた教育カリキュラムの向上を図る
• 技術者・技術職員の育成・確保の観点も含め、大学・研究機関・企業等と

連携・協力しつつ、先端研究施設・設備・機器等の整備・共用・高度化等の
支援に関する取組を推進する

産学官が連携して、多様な科学技術人材の育成・活躍促進に取り組み、こうした人材の能力を存分に発揮できる環
境を構築する
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（５）次世代の科学技術人材育成の強化
• 次世代の科学技術人材の継続的な輩出に向けて、先進的な理数系教育に資する

研究開発や、高い意欲・能力を有する児童生徒の発掘・育成・切磋琢磨の機会の
一層の充実に取り組む

• スーパーサイエンスハイスクール支援事業（SSH）の指定校を拡充するとともに、取
組の一層の高度化のための事業設計の改革を実行する

• 次世代科学技術チャレンジプログラム（STELLA）の実施拠点数を拡充する
• 理系離れを起こすことなく、高等教育段階においても適性や関心に応じて学べる環境

を確保するとともに、社会の構造的変化に伴って生じる人材需給ギャップを解消する
べく、「文理分断型の学び」からの脱却、産業イノベーション人材育成等に資する高校
教育改革・高等教育の構造改革を行う

• 地域の産業や社会に必要な科学技術人材の育成を一層促進するために、大学等
の成長分野への組織再編や実践的技術者教育を担う高等専門学校の新設等を促
進するとともに、理数的素養を身に付ける教育の質的転換を推進する

（６）科学技術と社会をつなぐ人材の活躍促進
• 科学技術と社会の関係をより一層深化させるため、あらゆる機会を捉えた多層的な

科学技術コミュニケーションや、関係府省庁・国研などによる戦略的な広報活動、科
学技術コミュニケーションに関わる人材の育成、活躍機会の拡大を、幅広いステーク
ホルダーの参画を得ながら推進する

（４）博士人材の育成・確保及び多様な場での活躍促進
• 優秀な博士後期課程学生の育成・確保のための経済的支援を一層充実させる

• 産業界との連携を強化しつつ、産業界でも活躍できる人材の育成も見据えた大学
院教育の充実を図り、多様なキャリアパスの確立を推進する

① 知の基盤としての「科学の再興」

博士課程入学者数・博士号取得者数 ２万人（2030年度）

大学の教授等（学長、副学長及び教授）に占める女性の割合 23％（2030年度）

第１・２グループ等の大学の若手研究者数 約14,109人、27.6％（2030年度）

第１・２グループ等の大学の研究者１人当たりの高度専門人材数 0.1人（2035年度）



初等中等
教育段階

高等教育
段階

大学院生
向け

社会人
向け

Q-LEAP

SIP3量子

NEDO

量子分野における人材育成の取組例
 政府の量子技術政策では、「量子未来社会ビジョン」で2030年に「国内の量子技術の利用者1,000万人」の達成を目標としたほ

か、「量子エコシステム構築に向けた推進方策」では「量子人材育成の裾野拡大と国際展開力の強化」を重要な取組と定義した。
 これらを実現するためには、量子の研究開発・実用化を担う専門性を有した研究人材やエンジニアリング人材に加えて、量子技術を

活用し産業化を担う、他分野にまたがる知見を有する人材の規模を拡大するなど、人材育成基盤を強化することが重要。

量子技術の研究成果や事業化等に関する情報発信や、シーズ企業
とニーズ企業とのマッチング、人材育成プログラムの開発・実践を通じて
高等教育段階から社会人人材の量子技術分野への流入を促進。

量子コンピュータの産業化に必要なエンジニア、アルゴリズム開発者、事業開発人材等を対象に、研究開発から
社会実装までを担う人材を育成することで量子コンピュータに関する高度実践者を育成し、産業化を加速。

初等中等教育向けの教材開発、大学生向けの学習プログラム開発
やサマースクールの実施、社会人向け人材育成プログラムの開発など、
初等中等教育段階から社会人まで幅広いレイヤーで人材の裾野を
拡大。

各量子人材育成の成果・課題の共有やパネルディスカッション等を行う人材育成シンポジウムの開催
等を通じ、アカデミアと産業界が相互に連携しながら人材育成を推進できる仕組みを構築

 量子技術開発の基盤となる設備やテストベッド環境の拡充を含む量子技術を専門的に学べる環境の拡充
 量子技術のニーズと技術シーズのマッチングが生まれる仕組みの構築
 量子人材の活躍の場を広げるための産学の人材のマッチングやリスキリングが行われる場の拡大

「光・量子飛躍フラッグ
シッププログラム
（Q-LEAP）」

SIP第３期「先進的
量子技術基盤の社会
課題への応用促進」

NEDO 量子人材育
成事業

横断的な取組

【課題】

Q-LEAP

【政府の取組事例】

SIP３量子

NEDO

 設備投資等の障壁による量子技術を体系的に学ぶ研究教育環境の不足等により、量子分野の専門人材の供給に課題
 量子分野のビジネス・投資等を担う人材が不足しており、ユースケースの創出や事業化の障壁となっている

各取組の主な対象範囲
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